
（注） １ 複数の施設を有する場合は、施設ごとに申立書を提出してください。 

    ２ 許可・届出者と実質的経営者等との間で締結した契約書等の写し（宿泊施設に係る

事業損益の帰属先が確認できるもの）等を添付してください。 

実質的経営者等である旨の申立書 

 

年  月  日  

長野県     県税事務所長 様 

 

申立者 住（居）所             

（所在地）             

氏   名             

（法人名）             

 

下記施設の実質的経営者等であることを申し立てます。 

 

記 

 

申立者の種別 

１、２のいずれかを丸で囲んでください。 

 １ 委託契約等により実際に施設の経営に責任を有している者（実質的 

経営者）です。 

 ２ 下記施設における宿泊税の徴収について便宜を有する者です。 

  （具体的な関係：                     ） 

施
設
の
許
可
・
届
出 

住（居）所 

（所在地） 

〒   

電話番号       

（フリガナ） 

氏   名 

（法人名及び

代表者氏名） 

 

種 別 １ 旅館・ホテル    ２ 簡易宿所    ３ 住宅宿泊事業 

許可・届出 

年月日 
年   月   日 

許可・届出 

番号 

 

施 
 
 

設 

所 在 地 
〒   

電話番号       

（フリガナ） 
名   称 

 

経営開始 

年月日 
年  月  日 


